
 
 

- 1 - 

令和３年さいたま市議会２月定例会提出議案一覧 
 

合計６５件（専決処分報告議案２件・予算議案３４件・条例議案１４件・一般議案１件・道路議案

２件・人事議案１２件） 

 

≪専決処分報告議案≫ 

議案第１号 専決処分の報告及び承認を求めることについて（令和２年度さいたま市一般会計補 

正予算（第２０号）） 

 

議案第２号 専決処分の報告及び承認を求めることについて（令和２年度さいたま市一般会計補 

正予算（第２１号）） 

 

≪予算議案≫ 

議案第３号～議案第１８号 

 （内容） 

  ・ 令和２年度さいたま市一般会計補正予算    １件 

  ・ 令和２年度さいたま市特別会計補正予算   １２件 

・ 令和２年度さいたま市水道事業会計補正予算  １件 

  ・ 令和２年度さいたま市病院事業会計補正予算  １件 

  ・ 令和２年度さいたま市下水道事業会計補正予算 １件 

 
議案第１９号～議案第３６号 

 （内容） 

  ・ 令和３年度さいたま市一般会計予算    １件 

  ・ 令和３年度さいたま市特別会計予算   １４件 

  ・ 令和３年度さいたま市水道事業会計予算  １件 

  ・ 令和３年度さいたま市病院事業会計予算  １件 

  ・ 令和３年度さいたま市下水道事業会計予算 １件 

 

≪条例議案≫ 

議案第３７号 さいたま市民の日条例の制定について 

       （所管課所・都市戦略本部都市経営戦略部） 

  魅力ある本市を将来にわたって創っていくことを期する日としてさいたま市民の日を設ける

ため、新たに条例を制定するもの。 

 （内容） 

  １ 趣旨 

   ・ 市民が、郷土である本市の歴史や文化に親しみ、市民としての一体感とまちづくりに

自ら参画する意識を高め、魅力ある本市を将来にわたって創っていくことを期する日と

してさいたま市民の日を設けることとするもの。 

  ２ 市民の日 

   ・ 市民の日は、５月１日とするもの。 

  ３ 市の取組 



 

- 2 - 

   ・ 市は、１の趣旨にふさわしい取組を行うものとするもの。 

  ４ 使用料等の免除 

   ・ 市民の日には、市の設置した公の施設の使用料等で市長が指定するものについて、当

該公の施設の使用料等を定めた条例の規定にかかわらず、これを免除することとするも

の。 

  ５ 市民等の協力 

   ・ 市は、広く市民及び団体に対し、１の趣旨にふさわしい催し等の実施について協力を求

めるものとするもの。 

 （施行期日） 公布の日 

 

議案第３８号 さいたま市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定につい 

       て 

       （所管課所・総務局人事部職員課） 

  児童虐待対応等に直接従事する職員の精神的・肉体的負担を考慮し、その処遇を改善するた

め、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  ・ 児童相談所等業務手当の創設 

     児童虐待への対応又は児童の一時保護の業務等に従事した職員に支給する手当として、 

児童相談所等業務手当を創設するもの。 

     児童相談所等業務手当の支給限度額を１日につき１，０００円とするもの。 

 （施行期日） 公布の日（適用は令和２年４月１日） 

 

議案第３９号 さいたま市衛生関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・保健福祉局保健所食品衛生課） 

  農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律の制定及び食品衛生法等の一部改正に伴い、

所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  １ 手数料の新設 

   ・ 農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律に規定する輸出証明書の発行及び適合

施設の認定の審査に係る手数料を新設するもの。 

  ２ 手数料の改定等 

   ・ 食品衛生法による営業許可制度が見直されたことに伴い、手数料を改定するととも

に、その他規定の整備を行うもの。 

 （施行期日） １については令和３年４月１日、２については同年６月１日 

 

議案第４０号 さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・建設局建築部建築総務課） 

  建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部改正を踏まえ、所要の改正を行う

もの。 

 （内容） 

１ 手数料の区分の変更 
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・ 建築物エネルギー消費性能基準の適合義務の対象が拡大することを踏まえ、対象建築

物の床面積の合計に応じて定めている低炭素建築物新築等計画の認定、建築物エネルギ

ー消費性能適合性判定等に要する手数料の区分を細分化するもの。 

２ 規定の整備 

・ 条例で引用している建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の条項を整備す

るもの。 

 （施行期日） 令和３年４月１日 

 

議案第４１号 さいたま市合併振興基金条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・都市戦略本部都市経営戦略部） 

  合併振興基金を処分するため、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  ・ 処分規定の追加 

   ・ 基金は、市民の連帯の強化又は地域振興のために必要な経費の財源に充てる場合に限

り、これを処分することができることとするもの。 

 （施行期日） 公布の日 

 

議案第４２号 さいたま市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を 

改正する条例の制定について 

       （所管課所・子ども未来局子ども育成部青少年育成課） 

  放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部改正を踏まえ、放課後児童支援

員の資格要件を見直すため、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

・ 放課後児童支援員の資格要件の見直し 

・ 認定資格研修の実施者に中核市の長を加えるもの。 

 （施行期日） 令和３年４月１日 

 

議案第４３号 さいたま市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・保健福祉局福祉部国民健康保険課） 

  国民健康保険税の税率及び課税限度額の見直し等に伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  １ 税率及び課税限度額の改定 

   ・ 国民健康保険税の税率及び課税限度額について、次のとおり改めるもの。 

 改正前 改正後 

基礎課税額 

税

率 

所得割額 ７．５１％ 改正なし 

均等割額 ２９，５００円 改正なし 

課税限度額 ６１万円 ６３万円 

後期高齢者支援金等 

課税額 

税

率 

所得割額 ２．１１％ ２．２４％ 

均等割額 ８，５００円 ９，１００円 

課税限度額 １９万円 改正なし 

介護納付金課税額 

税

率 

所得割額 ２．０２％ ２．１０％ 

均等割額 ９，７００円 １０，２００円 

課税限度額 １６万円 １７万円 
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  ２ 均等割額の減額に係る所得の基準及び割合等の見直し 

     国民健康保険税の減額に係る所得の基準について、基礎控除額相当分の基準額を４３

万円に引き上げる等の規定の整備を行うもの。 

     世帯の所得に応じた国民健康保険税の均等割額の減額に係る割合等について、次のと

おり改めるもの。 

 改正前 改正後 

基礎課税額 

７割軽減 ２０，６５０円 改正なし 

５割軽減 １４，７５０円 改正なし 

２割軽減 ５，９００円 改正なし 

後期高齢者支援金等 

課税額 

７割軽減 ５，９５０円 ６，３７０円 

５割軽減 ４，２５０円 ４，５５０円 

２割軽減 １，７００円 １，８２０円 

介護納付金課税額 

７割軽減 ６，７９０円 ７，１４０円 

５割軽減 ４，８５０円 ５，１００円 

２割軽減 １，９４０円 ２，０４０円 

 （施行期日） 令和３年４月１日 

 

議案第４４号 さいたま市生活環境の保全に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・環境局環境共生部環境対策課） 

 大気汚染防止法等の一部改正を踏まえ、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

１ 解体等建設工事に係る事前調査に関する記録の作成等 

・ 元請業者又は自主施工者が実施する石綿含有建築材料の使用の有無等の事前調査に関

する記録の作成及び保存並びに現場への備置きの規定を設けるもの。 

  ２ 作業実施基準及び敷地境界基準の遵守義務等の対象者の追加 

・ 対象者に「下請負人」を加えるもの。 

３ 勧告 

・ 元請業者又は自主施工者が石綿含有建築材料の使用の有無等の事前調査に関する記録

の写しを現場に備え置いていない場合、勧告を行うことができることとするもの。 

 （施行期日） 令和３年４月１日等 

 

議案第４５号 さいたま市食品衛生法施行条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・保健福祉局保健部食品・医薬品安全課） 

  食品衛生法等の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  １ 規定の削除 

   ・ 食品衛生法による営業許可制度が見直されたことに伴い、営業の届出等に関する規定

を削るもの。 

  ２ 規定の整備 

   ・ 条例で引用している食品衛生法及び食品衛生に関する条例（昭和２５年埼玉県条例第

３２号）の条項を整備するもの。 

 （施行期日） 令和３年６月１日 
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議案第４６号 さいたま市犯罪被害者等支援条例の制定について 

       （所管課所・市民局市民生活部市民生活安全課） 

  犯罪被害者等基本法の制定を踏まえ、市民の誰もが安心して暮らすことができる地域社会の

実現を図ることを目的として、犯罪被害者等の支援に関し、基本理念、責務及び犯罪被害者等

の支援の基本となる事項を定めるため、新たに条例を制定するもの。 

 （内容） 

  １ 基本理念 

   ・ 犯罪被害者等の支援は、次に掲げる基本理念にのっとり、推進されなければならない

こととするもの。 

ア 犯罪被害者等の尊厳が重んじられ、その尊厳にふさわしい処遇を保証される権利が

尊重されるよう配慮して行われるべきものであること。 

イ 犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害することのないよう配慮するとともに、二

次被害等を生じさせることがないように行われるべきものであること。 

ウ 犯罪被害者等が平穏な生活を再び営むことができるよう必要な支援が途切れること

なく行われるべきものであること。 

エ 被害の状況等の犯罪被害者等が置かれている状況その他の事情に応じて適切に行わ

れるべきものであること。 

オ 犯罪被害者等の個人情報が適切に取り扱われるように最大限配慮して行われるべき

ものであること。 

カ 犯罪被害者等のプライバシー及び心理状態に配慮し、適切に行われるべきものであ

ること。 

キ 市、関係機関等、市民等及び事業者が相互に連携し、及び協力して推進されるべき 

ものであること。 

  ２ 責務 

     市 

    ア 犯罪被害者等の支援に関する施策の策定及び実施 

    イ アの施策を円滑に実施することができるよう、関係機関等との連携及び協力 

     市民等 

    ・ 犯罪被害者等が置かれている状況及び支援の必要性についての理解の促進、犯罪被

害者等の地域社会での孤立の防止並びに市の犯罪被害者等の支援に関する施策への協

力 

     事業者 

    ア 犯罪被害者等が置かれている状況及び支援の必要性についての理解の促進、その事

業活動にて二次被害等を生じさせないための配慮並びに市の犯罪被害者等の支援に関

する施策への協力 

    イ 犯罪被害者等の就労その他犯罪等による被害に関し、事業者に求められる手続等に 

ついての配慮 

３ 主な支援内容 

  相談、情報の提供等 

  見舞金の支給 

  日常生活の支援 

  心理的外傷からの回復に向けた支援 
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  居住の安定に向けた支援 

  安全の確保に向けた施策 

  雇用の安定に向けた施策 

 （施行期日） 令和３年４月１日 

 

議案第４７号 さいたま市特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・市民局市民生活部市民協働推進課） 

  特定非営利活動促進法の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  ・ 規定の整備 

   ・ 条例で引用している特定非営利活動促進法の条項を整備するもの。 

 （施行期日） 令和３年６月９日 

 

議案第４８号 さいたま市ＳＤＧｓ企業認証審査会条例の制定について 

       （所管課所・経済局商工観光部経済政策課） 

  持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を達成するための取組を実践する市内企業等の認証につい

て審査する附属機関を設置するもの。 

 （内容） 

  １ 設置 

   ・ 市長の諮問に応じ、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を達成するための取組を実践す

る市内企業等の認証について審査し、及び当該認証制度の推進に関し必要な事項につい

て調査審議するため、さいたま市ＳＤＧｓ企業認証審査会を設置するもの。 

  ２ 組織 

     審査会は、委員１２人以内をもって組織することとするもの。 

     委員は、産業政策又は企業経営に関し識見を有する者、関係団体の代表者その他市長

が必要と認める者のうちから、市長が委嘱することとするもの。 

  ３ 任期 

     委員の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げないこととするもの。 

     委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とするもの。 

  ４ さいたま市ＣＳＲ推進会議の廃止 

   ・ さいたま市ＳＤＧｓ企業認証制度の開始に伴い、さいたま市ＣＳＲチャレンジ企業認

証制度を廃止するため、さいたま市ＣＳＲ推進会議について廃止するもの。 

 （施行期日） 令和３年４月１日 

 

議案第４９号 さいたま市公募対象公園施設設置等予定者選定委員会条例の制定について 

       （所管課所・都市局都市計画部都市公園課） 

  公募対象公園施設に係る設置等予定者の選定に関し審議する附属機関を設置するもの。 

 （内容） 

  １ 設置 

   ・ 市長の諮問に応じ、公募対象公園施設に係る設置等予定者の選定に関し必要な事項を

審議するため、さいたま市公募対象公園施設設置等予定者選定委員会を設置するもの。 

  ２ 所掌事務 
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   ・ 委員会は、評価の基準の策定、設置等予定者の選定等について、審議する。 

  ３ 組織 

     委員会は、委員５人以内をもって組織する。 

     委員は、学識経験を有する者及び市職員のうちから、市長が委嘱し、又は任命するこ

ととするもの。 

  ４ 任期 

     委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げないこととするもの。 

     委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とするもの。 

 （施行期日） 令和３年４月１日 

 

議案第５０号 さいたま市道路の構造の技術的基準及び道路標識に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 

       （所管課所・建設局土木部道路計画課） 

  道路構造令の一部改正を踏まえ、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

１ 交通安全施設に関する基準の改正 

  ・ 道路の構造の技術的基準のうち、交通安全施設に関する規定に自動運行補助施設を追 

加するもの。 

２ 歩行者利便増進道路に関する基準の新設 

・ 道路の構造の技術的基準に歩行者利便増進道路に関する規定を新たに設けるとともに、 

その他規定の整備を行うもの。 

 （施行期日） 公布の日 

 

≪一般議案≫ 

議案第５１号 包括外部監査契約について 

       （所管課所・総務局総務部総務課） 

  包括外部監査契約を締結するため、議決を求めるもの。 

 （内容） 

  １ 契約の目的 

    包括外部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

  ２ 契約の始期 

    令和３年４月１日 

  ３ 契約金額 

    １，７００万円を上限とする額 

  ４ 契約の相手方 

    松浦 竜人 

 

≪道路議案≫ 

議案第５２号 市道路線の認定について 

       （所管課所・建設局土木部土木総務課） 
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 （内容） 
一  般 ２路線 
開  発 １２路線 

合  計 １４路線 

 

議案第５３号 市道路線の廃止について 

       （所管課所・建設局土木部土木総務課） 

 （内容） 
一  般 ３路線 
開  発 ２路線 

合  計 ５路線 

 

≪人事議案≫ 

議案第５４号 固定資産評価審査委員会委員の選任について 

       （所管課所・総務局総務部総務課） 

  固定資産評価審査委員会委員に選任するため、同意を求めるもの。 

氏  名 区  分 
宮西 陽子 再任 

 

議案第５５号 固定資産評価審査委員会委員の選任について 

       （所管課所・総務局総務部総務課） 

  固定資産評価審査委員会委員に選任するため、同意を求めるもの。 

氏  名 区  分 
上野 康子 新任 

 

議案第５６号 固定資産評価審査委員会委員の選任について 

       （所管課所・総務局総務部総務課） 

  固定資産評価審査委員会委員に選任するため、同意を求めるもの。 

氏  名 区  分 
山神 和子 新任 

 

議案第５７号 人権擁護委員候補者の推薦について 

       （所管課所・総務局総務部総務課） 

  人権擁護委員候補者として推薦するため、意見を求めるもの。 

氏  名 区  分 
小川 惠美子 再任 

 

議案第５８号 人権擁護委員候補者の推薦について 

       （所管課所・総務局総務部総務課） 

  人権擁護委員候補者として推薦するため、意見を求めるもの。 

氏  名 区  分 
伊藤 恵子 新任 

 

 



 

- 9 - 

議案第５９号 土地利用審査会委員の任命について 

       （所管課所・総務局総務部総務課） 

  土地利用審査会委員に任命するため、同意を求めるもの。 

氏  名 区  分 
柴田 忠 再任 

 

議案第６０号 土地利用審査会委員の任命について 

       （所管課所・総務局総務部総務課） 

  土地利用審査会委員に任命するため、同意を求めるもの。 

氏  名 区  分 
中村 仁 再任 

 

議案第６１号 土地利用審査会委員の任命について 

       （所管課所・総務局総務部総務課） 

  土地利用審査会委員に任命するため、同意を求めるもの。 

氏  名 区  分 
山口 和範 再任 

 

議案第６２号 土地利用審査会委員の任命について 

       （所管課所・総務局総務部総務課） 

  土地利用審査会委員に任命するため、同意を求めるもの。 

氏  名 区  分 
山下 裕子 再任 

 

議案第６３号 土地利用審査会委員の任命について 

       （所管課所・総務局総務部総務課） 

  土地利用審査会委員に任命するため、同意を求めるもの。 

氏  名 区  分 
上杉 徳子 新任 

 

議案第６４号 土地利用審査会委員の任命について 

       （所管課所・総務局総務部総務課） 

  土地利用審査会委員に任命するため、同意を求めるもの。 

氏  名 区  分 
小松 登志子 新任 

 

議案第６５号 土地利用審査会委員の任命について 

       （所管課所・総務局総務部総務課） 

  土地利用審査会委員に任命するため、同意を求めるもの。 

 氏  名 区  分 
西形 知行 新任 


